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令和元年度答申第６１号 

令和元年１２月１８日 

 

諮問番号 令和元年度諮問第６２号（令和元年１１月２９日諮問） 

審 査 庁 厚生労働大臣 

事 件 名 立替払事業に係る未払賃金額等の不確認処分に関する件 

 

答  申  書 

 

審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答

申する。 

 

結     論 

 

本件審査請求に係る処分は取り消されるべきである旨の諮問に係

る判断は妥当である。ただし、確認すべき未払賃金の額については、

更に十分検討した上で算定する必要がある。 

 

理     由 

 

第１ 事案の概要 

１ 本件審査請求の骨子 

本件は、審査請求人Ｘ（以下「審査請求人」という。）が行った賃金の支払

の確保等に関する法律（昭和５１年法律第３４号。以下「賃確法」という。）

７条に基づく立替払事業に係る未払賃金の額等の確認申請（以下「本件確認申

請」という。）に対し、Ａ労働基準監督署長（以下「処分庁」という。）が未

払賃金の額等の不確認処分（以下「本件不確認処分」という。）をしたところ、

審査請求人がこれを不服として審査請求した事案である。 

２ 関係する法令の定め 

（１）賃確法７条は、労働者災害補償保険の適用事業に該当する事業の事業主が

破産手続開始の決定を受け、その他政令で定める事由に該当することとなっ

た場合において、当該事業に従事する労働者で所定の期間内に当該事業を退

職したものに係る未払賃金（支払期日の経過後まだ支払われていない賃金）
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があるときは、当該労働者の請求に基づき、当該未払賃金に係る債務のうち

所定の範囲内のものを当該事業主に代わって政府が弁済する旨規定する。 

（２）賃確法７条における上記「労働者」について、同法２条２項は、労働基準

法（昭和２２年法律第４９号。以下「労基法」という。）９条に規定する労

働者（同居の親族のみを使用する事業又は事務所に使用される者及び家事使

用人を除く。）をいう旨規定し、労基法９条は、「労働者」とは、職業の種

類を問わず、事業又は事務所に使用される者で、賃金を支払われる者をいう

旨規定する。 

（３）賃確法７条における上記「政令で定める事由」（立替払の事由）として、

賃金の支払の確保等に関する法律施行令（昭和５１年政令第１６９号。「以

下「賃確令」という。）２条１項４号及び賃金の支払の確保等に関する法律

施行規則（昭和５１年労働省令第２６号。以下「賃確則」という。）８条は、

事業主（賃確法７条の事業主をいう。ただし、賃確令２条２項の中小企業事

業主であるものに限る。）が事業活動に著しい支障を生じたことにより労働

者に賃金を支払うことができない状態（事業活動が停止し、再開する見込み

がなく、かつ、賃金支払能力がない状態）になったことについて、当該事業

主に係る事業を退職した者の申請に基づき、労働基準監督署長の認定があっ

たことを掲げている。 

（４）賃確法７条並びに賃確則１２条２号、１３条２号及び１２条１号ヘは、上

記認定に係る事業主の事業を退職した者が未払賃金の立替払の請求をするに

は、支払期日後まだ支払われていない賃金の額その他の事項について労働基

準監督署長の確認を受けなければならない旨規定する。 

（５）支払期日後まだ支払われていない賃金とは、上記（１）の所定の期間内に

した当該事業からの退職の日（以下「基準退職日」という。）以前の労働に

対する労基法２４条２項本文の賃金及び基準退職日にした退職に係る退職手

当であって、基準退職日の６か月前の日から賃確法７条の請求の日の前日ま

での間に支払期日が到来し、当該支払期日後まだ支払われていないものとさ

れている（賃確令４条２項）。 

３ 事案の経緯 

各項末尾掲記の資料によれば、本件の経緯は以下のとおりである。 

（１）審査請求人は、平成２９年２月２０日、Ｐ社の代表取締役に就任し、同

年４月１日、Ｑ社（以下「本件会社」という。）を適用事業所とする雇用保

険資格を取得した。 
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（履歴事項全部証明書、下記労働者に関する照会について（回答）） 
（２）審査請求人は、平成２９年５月１日、本件会社と雇用契約を締結し、同

年１０月３１日、離職した。 
（雇用契約書（平成２９年５月１日付け）、下記労働者に関する照会につい

て（回答）） 
（３）処分庁は、平成３０年４月３日、本件会社について、上記２（３）の認

定（事業活動が停止し、再開する見込みがなく、かつ、賃金支払能力がない

状態になったことの認定）を行った。 
 （認定通知書） 

（４）審査請求人は、平成３０年１２月２７日、処分庁に対し、未払賃金の額

が１０５万円であること等の確認を求める本件確認申請を行った。 

（確認申請書） 

（５）処分庁は、平成３１年１月１０日付けで、本件確認申請に対し、審査請

求人について、本件会社の労働者であったと認めることができないこと及び

本件会社で各日何時間の業務を行っていたかを客観的資料により確認するこ

とができないことを理由として、本件不確認処分を行った。 

（不確認通知書） 

（６）審査請求人は、平成３１年１月２３日付けで、審査庁に対し、本件審査

請求をした。 

（審査請求書） 

（７）審査庁は、令和元年１１月２９日、当審査会に対し、本件審査請求には

理由があることから本件不確認処分は取り消されるべきであるとして諮問し

た。 

（諮問書、諮問説明書） 

４ 審査請求人の主張の要旨 

本件会社と雇用契約を締結しているにもかかわらず、自らが本件会社の労働

者と認められないという結果になったことは、不本意である。 

（審査請求書） 

５ 処分庁の主張の要旨 

審査請求人が、本件会社の介護福祉施設の運営を統括するＰ社の代表取締役

として、本件会社の運営に携わっていたことは認められるが、本件会社の労働

者であったと認めることはできず、また、具体的な労働時間を客観的資料によ

り確認することができないと判断したことは正当なものである。 
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（弁明書） 

第２ 審査庁の諮問に係る判断 

審査庁の判断は、おおむね次のとおりであり、審理員の意見もこれと同旨で

ある。  

１ 審査請求人は、Ｐ社の代表取締役として登記されているが、報酬の支払を

受けておらず、同社の代表取締役として具体的に法人の運営を行っていたと

は認められないことから、形式的なものであると判断できる。また、審査請

求人は、①本件会社において雇用保険に加入していること、②本件会社と雇

用契約書を取り交わして労働条件を定めていること、③シフト表により勤務

しており、労働時間の裁量性が低く、他の労働者と同様に使用者の指揮・命

令の下に業務に従事していたことが推察できること、④本件会社からの賃金

と考えられる振込記録が存在していること等から、労働者性が認められる。 

２ 処分庁は、上記第１の５のとおり判断したとしており、また、令和元年７

月１９日付け「審理関係人への質問及び物件の提出要求への提出について」

において、本件会社から審査請求人に支払われている金銭が合計６４万１０

１９円あることが確認できるが、雇用保険、税金等が控除されていないこと、

本件会社の賃金台帳に記載されていないこと及び支払時期が本件会社の労働

者と異なり、不定期に支払われていることから、当該金銭は賃金とはいえず、

本件会社の労働者とは認められないと判断したとしている。 

３ しかし、処分庁の調査では、本件会社と審査請求人との使用従属関係に関

し、本件会社が審査請求人に不定期に支払っている金銭の詳細を調査してお

らず、本件会社が賃金台帳等の客観的資料に記載していなかった理由、雇用

保険、税金等の控除がされていなかった理由、支払時期が不定期となってい

た理由等を確認していない。 

４ 総合的に判断すると、審査請求人は労基法９条に規定される本件会社の労

働者として労働していたと考えられ、審査請求人と本件会社との雇用契約は、

締結日が平成２９年５月１日、離職日が同年１０月３１日と判断できる。さ

らに、本件会社が審査請求人に不定期に支払っている金銭は、審査請求人の

未払賃金の内払と考えることが自然である。 

５ そうすると、審査請求人の未払賃金の額は、平成２９年５月分から同年１

０月分までの賃金の合計１１０万円から、内払の合計６４万１０１９円を控

除した４５万８９８１円となる。 

６ 本件不確認処分は、審査請求人の労働実態に関する客観的資料及び労働実
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態のかい離に係る調査結果に即しておらず、適正妥当ということはできない。

また、客観的資料から審査請求人が本件会社の労働者であると推察でき、未

払賃金の額も計算できることから、当該金額により確認処分を行うべきであ

る。 

第３ 当審査会の判断 

１ 本件諮問に至るまでの一連の手続について 

本件の審理員の審理手続については、特段違法又は不当と認められる点はう

かがわれない。 

２ 本件不確認処分の適法性及び妥当性について 

処分庁は、審査請求人は本件会社の労働者とは認められず、審査請求人が各

日何時間の業務を行っていたかを客観的資料により確認できないとの理由で本

件不確認処分を行ったものであるところ、審査請求人は本件会社を適用事業所

とする雇用保険資格を取得していたこと、審査請求人と本件会社との間で勤務

時間や賃金等の労働条件を記載した雇用契約書が作成されていること、審査請

求人はシフト表に従って介護業務等に従事しており、審査請求人が勤務してい

たことは他の労働者らも申述していること、本件会社から審査請求人の銀行口

座に入金があり、これは賃金とも考えられること等に照らすと、審査請求人は

本件会社の労働者であったと認められ、本件不確認処分を取り消すべきとした

審査庁の判断は妥当である。 

なお、審査請求人の未払賃金として確認すべき金額については、本件会社か

ら審査請求人に振り込まれた各金額が賃金の一部であるのかを確認し、十分検

討した上で算定すべきである。 

３ まとめ 

以上によれば、本件不確認処分は取り消されるべきである旨の諮問に係る判

断は妥当である。ただし、確認すべき未払賃金の額については、更に十分検討

した上で算定する必要がある。 

よって、結論記載のとおり答申する。 

 

行政不服審査会 第２部会 

委   員   戸   谷   博   子 

委   員   伊   藤       浩 

委   員   交   告   尚   史 


